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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 4,121,258 4,328,582 4,589,211 4,099,881 3,959,778

経常利益（千円） 90,348 141,650 142,553 76,027 33,569

当期純利益（千円） 32,397 73,141 230,947 15,103 4,151

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － △22,796 － －

資本金（千円） 831,413 831,413 831,413 831,413 831,413

発行済株式総数（株） 4,558,860 4,558,860 4,558,860 4,558,860 4,558,860

純資産額（千円） 2,222,161 2,263,777 2,481,090 2,456,532 2,405,882

総資産額（千円） 5,642,041 5,584,732 5,639,125 5,588,013 5,371,947

１株当たり純資産額（円） 498.13 507.50 556.38 550.97 539.94

１株当たり配当額（円）

(うち１株当たり中間配当額)

7.50

(－)

7.50

(－)

7.50

(－)

7.50

（－）

－

（－）

１株当たり当期純利益金額

（円）
7.26 16.40 51.78 3.39 0.93

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 39.4 40.5 44.0 44.0 44.8

自己資本利益率（％） 1.5 3.3 9.7 0.6 0.2

株価収益率（倍） 58.54 25.61 10.72 118.08 197.56

配当性向（％） 103.3 45.7 14.5 221.4 0.0

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
407,715 265,606 171,105 △59,645 203,044

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△59,376 △23,864 61,237 △380,271 △96,183

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△312,445 △186,479 △388,750 321,394 △113,409

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
671,061 727,080 572,162 453,642 441,530

従業員数（人）

[外、平均臨時雇用者数]

141

[4]

147

[3]

147

[2]

142

[2]

139

［-］

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第31期までは希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため、第32期及び第33期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 事項

昭和50年５月 医療の分野で環境にやさしい新しい測定法による製品の開発を主旨として、株式会社ドムスヤト

ロン（資本金3,000万円、東京都台東区）を設立。
昭和50年７月 株式会社カイノスへ商号変更、本社を東京都文京区へ移転。

昭和50年８月 板橋工場（東京都板橋区）設置。

昭和53年８月 伊東研究所（現　研究所伊東研究室　静岡県伊東市）を新設。

昭和59年４月 板橋工場を廃止し、生産拠点を静岡工場（静岡県富士市）へ移転。

昭和62年８月 配送センター（東京都千代田区）を設置。

昭和62年11月 本社を東京都文京区湯島に移転。

平成４年４月 配送センターを東京都江戸川区に移転。

平成５年８月 静岡工場を廃止し、生産拠点を笠間工場（茨城県笠間市）へ移転し、生化、免疫血清試薬の生産を

開始。

平成６年５月 配送センターを茨城県笠間市に移転。

平成７年10月 本社を現在の東京都文京区本郷へ移転。

平成７年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成８年２月 笠間研究所（現　研究所笠間研究室　茨城県笠間市）を新設。

平成12年６月 全事業所を対象にＩＳＯ９００１の認証を取得。

平成16年４月 品質保証センター（東京都文京区）を新設。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成18年３月
平成18年５月
平成18年６月
平成18年10月

笠間配送センターを移設。

全事業所を対象にＩＳＯ１３４８５の認証を取得。

笠間工場増設工事完成。

笠間事業所にＰ３研究室完成。

３【事業の内容】
　当社の事業といたしましては、生化学的検査用試薬（主な製品名、糖尿病関連試薬、生化学自動分析用試薬等）と免
疫血清学的検査用試薬（主な製品名、アレルギー関連試薬、癌マーカー関連試薬、性感染症関連試薬、輸血関連試薬
等）及びその他の試薬（主な製品名、標準血清、培地、機器付属品等）の研究、開発、製造、販売を主な業務としており
ます。
　関連会社であるイムコア・カイノス株式会社は当社が輸入し、製造した輸血検査用試薬を販売しております。
　当社は日本国内における輸血検査用試薬事業を行っており、平成15年度にImmucor,Inc.（本社：米国ジョージア州、以
下「イムコア社」）より日本国内での独占販売権を取得いたしました。平成17年７月より同事業をイムコア社と共同
事業化してイムコア社との合弁事業とすることで輸血検査用試薬事業を行っております。

　　　　　　※イムコア・カイノス株式会社は平成20年５月23日付で株式会社イムコアに社名変更しております。
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　また、当社との間で継続的で緊密な事業上の関係がある関連当事者には日立化成工業株式会社があり、事業について
関係を図示しますと次のとおりであります。

４【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

（関連会社）　　　イ

ムコア・カイノス株

式会社

東京都港区 10 輸血事業 49

輸血製品はイムコ

ア・カイノス株式

会社が販売を行う

（注）1．債務超過会社であり、債務超過額は237,428千円であります。

     ２．重要な後発事象（「49ページ」）に記載されているとおり、当社保有のイムコア・カイノス㈱の全株式を平成

20年５月30日付でイムコア社に譲渡したため、関連会社に該当しなくなりました。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年 3月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

139　 38.7　 10.5　 4,489,823

　（注）１．従業員数は就業人員（常用パート及び嘱託契約社員を含む）であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

  (1）業績

 当期における我が国経済は、国内企業の業績回復に支えられながら引き続き堅調な推移を見せておりました

が、一方では、サブプライム問題リスクに端を発した米国経済に対する先行き不安及び証券を含む国内金融機関

の損失拡大懸念などの不安材料から、為替相場や株式相場も不安定な様相を見せており、その先行きについては、

今まで以上に不透明な状況になりつつあります。

 このような経済環境の下、当社はＰＯＣＴ分野においてインフルエンザ診断薬の改良品を市場に投入し、その

シェアの拡大を図るなどの積極的な営業展開を行ってまいりました。

 しかし、当期における暖冬等の季節的要因により、インフルエンザ診断薬及びアレルギー診断薬が伸び悩み、大

きな業績貢献を見せるまでには至っておりません。

 この結果、売上高につきましては３９億５千９百万円（対前年同期比３．４％減）となりました。セグメント

別では、生化学分野においては市場での価格競争の影響を受け１２億２千５百万円（対前年同期比０．２％

減）、免疫分野では輸血共同事業化等の影響により２４億３千７百万円（対前年同期比７．３％減）、遺伝子を

主としたその他の分野では２億９千７百万円（対前年同期比２２．２％増）となりました。営業利益につきまし

ては５千３百万円（対前年同期比３９．０％減）、経常利益については３千３百万円（対前年同期比５５．８％

減）、当期純利益については４百万円（対前年同期比７２．５％減）と充分な収益の確保までには至らない状況

となりました。

 国内経済につきましては、原燃料価格上昇の影響を受け国内需要は不透明感を増しつつあります。また、サブプ

ライム問題を抱えた今後の米国経済の減速懸念及び金利等の金融政策による対応の影響により、為替相場や株式

相場などもその影響を強く受け、先行きの見通しは難しい状況が継続していくものと思われます。

 当社におきましては業績確保のために、さらに設備投資と経費の効率化を高め、経営の合理化と効率化を推し

進めてまいります。今後もbioMerieux社（遺伝子抽出法「ＢＯＯＭ法」、遺伝子増幅法「ＮＡＳＢＡ法」の特許権

利者）及び大学研究機関との共同開発研究を積極的に展開し、将来を見据えた研究開発を行い、その成果を確実

にあげてまいります。

　

　

　

  (2)キャッシュ・フローの状況

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は４億４千１百万円となり、前事業

年度末と比較し、１千２百万円の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおり

です。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動により増加した資金は、２億３百万円となりました。主な増加要因といたしましては、税引前当期純利

益３千３百万円、減価償却費の計上１億９百万円、売上債権の減少７千９百万円及びその他流動資産の減少５千

６百万円などがあります。一方で仕入債務の減少６千２百万円、法人税等の支払２千５百万円などが減少の要因

となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動により支出した資金は、９千６百万円となりました。これは主に笠間工場の生産管理・原価システム

７千２百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動により支出した資金は１億１千３百万円となりました。これは主に社債の償還及び配当金の支払によ

るものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当期の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
第33期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

生化学的検査用試薬（千円） 1,211,485 104.3

免疫血清学的検査用試薬（千円） 681,977 83.3

その他（千円） 25,105 26.4

合計（千円） 1,918,568 92.5

　（注）　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当期の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
第33期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

生化学的検査用試薬（千円） 46,693 88.2

免疫血清学的検査用試薬（千円） 1,620,671 94.5

その他（千円） 30,214 105.5

合計（千円） 1,697,579 94.5

　（注）　金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(4）販売実績

　当期の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
第33期

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

生化学的検査用試薬（千円） 1,225,726 99.8

免疫血清学的検査用試薬（千円） 2,437,032 92.7

その他（千円） 297,019 122.2

合計（千円） 3,959,778 96.6

　（注）１．金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

２．最近２期の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

第32期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第33期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社エスアールエル 794,563 19.4 799,681 20.2

東邦薬品株式会社 534,061 13.0 536,833 13.6

イムコア・カイノス株式会

社
652,146 15.9 486,395 12.3

アルフレッサ株式会社 516,898 12.6 474,369 12.0
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３【対処すべき課題】

(1）現状の認識について

　臨床検査薬業界におきましては、診療報酬の改定や国立大学病院等の独立行政法人化などの医療費抑制政策が実

施され、企業間競争をはじめとした市場環境は一段と熾烈を極めるものと予想されます。このような環境の下で

シェアを獲得するには、顧客のニーズを先取りしたユニークな製品の立ち上げや付加価値を付けた製品が必須であ

ります。

(2）当面の対処すべき課題の内容

　当社は生化学項目の拡充、免疫及び遺伝子分野でのＰＯＣＴ項目新規品の上市、研究開発にも更に注力し、他社に

先駆けた製品化を図るべく取り組んでおります。

　今後も市場の動向や顧客ニーズを的確に捉え、開発投資を含めた総合的な投資効率を高めつつ、収益力の安定と拡

大を目標とした事業展開をしてまいります。

(3）対処方針

　当社はバイオ企業として開発を重視した経営に取り組んでいます。高齢化社会に対する予防医学や成人病・感染

症に関する領域では、バイオ技術の応用によるモノクローナル抗体を用いた臨床検査薬の研究・開発など21世紀に

当社が果たさなければならない課題は多く残されています。

　営業活動面におきましては、生化学分野、免疫分野と、インフルエンザをはじめとしたＰＯＣＴ分野での拡販と遺

伝子分野の試薬と測定機器を組み合わせたシステム販売により積極的な展開をおこなってまいります。

　また、研究開発活動におきましては、ＲＮＡ増幅技術のひとつであるＮＡＳＢＡ法を利用し、核酸の抽出・増幅・

検出の一貫操作を行い、薬剤耐性遺伝子、癌関連遺伝子、環境関係などの検査項目の充実を図ります。これら新規の

検査試薬の上市を推し進め、医療業界への貢献と医療サービス面における充実と向上を目標としてまいります。

(4）具体的な取り組み状況等

　売上高では、得意分野であります生化学関連試薬の改良による国内及び海外市場確保と拡販、また、営業スタイル

の改革といたしまして、システム販売による拡販、提案型営業の推進、ＰＯＣＴ市場への強化を推し進め、売上高確

保に向けて積極的な営業展開を行う所存であります。なお、企業間競争に打ち勝つために固定費のスリム化と業務

効率の向上を継続的に推し進め、損益分岐点の引き下げを図り、収益力を高めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、本項目において記載されている当社の現在の計画、戦略、見通し及び方針等の将来に関する事項は、有価証券報

告書提出日現在において入手可能な情報から得られた当社の判断や予想に基づくものであります。

(1)事業に係る法的規制リスク

　当社の事業は、国内外において各国の薬事関連規則等を遵守しております。とくに体外診断用医薬品及び医療用分

析機器につきましては、開発、製造、輸入及び使用の各段階において種々の承認や許可及び監視制度が設けられてお

り、これらの薬事関連規則等の改定により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2）体外診断用医薬品の研究開発に係るリスク等

　研究開発が予定通りに進行せず、新製品の市場への供給が遅れる可能性があります。治験段階において新製品の候

補品が期待通りの安定した反応を示さなかった場合、開発期間の延長、開発の中断あるいは中止を行う場合があり、

その結果、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3）為替変動に係るリスク等

　体外診断用医薬品原料及び医療用分析機器の一部は、輸入に依存しているため、為替相場の変動により業績に不利

な影響を受ける可能性があります。

(4）ライセンスに係るリスク等

　当社の扱う製品の一部は、他社の開発した製品の開発、製造、販売等のライセンスを与えられているため、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。

(5）資産保有に係る価格変動のリスク

　当社の営業活動に関連して不動産、有価証券等の資産を保有していることにより、時価の変動が事業に影響を及ぼ

す可能性があります。

(6）その他

　金利の変動や戦争あるいは政変等による各国の経済状況の悪化は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

(1）技術の提携

相手先 契約の内容 契約期間

日立化成工業株式会社 「臨床分析装置用試薬」に関する秘密保持契約

昭和56年４月１日から

契約終了は両者の合意によ

る。

日本化薬株式会社 「診断薬」の研究開発に関する業務提携契約

昭和62年６月１日から

平成２年５月31日まで

以降１年ごとの自動更新

ｂｉｏＭｅｒｉｅｕｘ　ＳＡ　  ＭＲＳＡライセンス契約
平成11年８月27日から特許が

消滅するまで継続　

持田製薬株式会社 「体外診断試薬」の製造及び供給に関する契約
平成12年４月１日から販売を

存続する間継続

ｂｉｏＭｅｒｉｅｕｘ　ＳＡ　　 「ＮＡＳＢＡ法遺伝子増幅」の特許に関わるライセンス契約
平成12年８月11日から特許が

消滅するまで継続

シスメックス株式会社　  化学発光酵素免疫装置用主要マーカーの共同開発
平成19年９月20日から

平成21年９月19日まで

(2）仕入・販売の提携

相手先 契約の内容 契約期間

日立化成工業株式会社 「臨床検査試薬」の継続的供給に関する契約

昭和56年２月10日から

昭和58年２月９日まで

以降１年ごとの自動更新

日本化薬株式会社 「ラナ1,5AGオート」の売買に関する契約

平成５年９月21日から

平成６年11月30日まで

以降１年ごとの自動更新
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相手先 契約の内容 契約期間

キリンファーマ株式会社 「Ｇ－ＣＳＦ測定キット」の事業化に関する契約

平成７年７月１日から

平成10年６月30日まで

以降１年ごとの自動更新

積水メディカル株式会社 「アクアオートカイノスＴＢＡ試薬」の継続的売買に関する契約

平成11年４月21日から

平成12年４月20日まで

以降１年ごとの自動更新

旭化成ファーマ株式会社 「胆汁酸液状試液」の売買取引に関する契約

平成11年12月１日から

平成16年11月30日まで

以降１年ごとの自動更新

株式会社ニチレイバイオサイエンス 「商品」の売買に関する基本契約書

平成14年８月１日から

平成17年７月31日まで

以降１年ごとの自動更新

キリンファーマ株式会社
「ＦＧＦ－23測定用試薬（研究用）」の開発・製造・販売に関わ

るライセンス契約

平成15年９月26日から

平成18年９月25日まで

以降１年ごとの自動更新

日本ビオメリュー株式会社 「遺伝子検査関連製品」の国内販売に関する契約

平成16年５月10日から

平成16年12月31日まで

以降１年ごとの自動更新

東和薬品株式会社 「ＰＯＣＴに関する製品」の販売に関する契約

平成17年６月７日から

平成19年６月６日まで

以降１年ごとの自動更新

Ｉｍｍｕｃｏｒ，Ｉｎｃ.

（イムコア社）　　　　　　　　（注）
輸血検査用試薬事業に関する合弁会社設立契約 平成17年６月20日

Ｉｍｍｕｃｏｒ，Ｉｎｃ.

（イムコア社）　　　　　　　　（注）

輸血検査用試薬の日本国内の販売権をイムコア・カイノス株式会

社へ移管する契約
平成17年６月20日

（注）Immucor,Inc.（イムコア社）と締結しました「輸血検査用試薬事業に関する合弁会社設立契約」及び「輸血検査用

試薬の日本国内の販売権をイムコア・カイノス株式会社へ移管する契約」につきましては有価証券報告書提出日

現在において契約が終了しております。

 

６【研究開発活動】

　当社は、体外診断用医薬品市場及び医療現場の各種ニーズに応えるべく、体外診断用医薬品の研究開発や新システム

の構築を積極的に推進しております。現在の研究開発は当社の研究所、応用研究部及び開発部からなる開発本部で推

進されています。研究開発スタッフは平成２０年３月３１日現在で１９名であり、これは総従業員数（１３９名）の

約１４％に相当します。

  当事業年度における研究成果としましては、生化学検査分野では、主力製品であるクレアチニン試薬や尿素窒素試

薬の改良により、さらなる高性能・高品質の製品供給を果たし、「腎機能のカイノス」を示す製品開発を継続してい

ます。

　免疫検査分野では、シスメックス株式会社との共同開発契約に基づき、全自動免疫測定装置HISCL-2000i専用の腫瘍

マーカー５項目の開発を進め、早期製造販売承認を目指しています。

　遺伝子検査分野においては、当社保有の核酸増幅法であるＮＡＳＢＡ法と、簡易・迅速な検出技術である核酸クロマ

ト法を組み合わせたノロウイルス検出試薬の性能・操作性の改良を進めました。今後も研究機関や他社との共同作業

を含め、この技術に基づく新製品開発を進めます。

  なお、当事業年度における研究開発費の総額は２億９百万円となっております。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　当期の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。

　なお、本項目における計画、戦略、見通し及び方針等の将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において

判断したものであり、競合状況、為替の変動等に係るリスクや不確定な要因により、実際の結果と大きく異なる可能

性があります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成されておりま

す。この財務諸表の作成は、決算日における資産・負債並びに会計期間における収入・費用の数値に影響を与え

る確かな見込みに基づく見積りにより行われております。当社の経営陣は、売上債権、棚卸資産、固定資産、投資、

法人税等、財務活動、退職金、偶発事象及び訴訟等に関する見積りや判断に対して、継続して評価を行っておりま

す。

(2）当期の経営成績の分析

　当期の経営成績は、診療報酬の改訂や国立大学の独立行政法人化などによる医療費抑制政策、平成１７年４月に

施行された改正薬事法の影響により、臨床検査薬業界全体が収益減少の影響を受けるなかで、当社におきまして

は、新製品の開発や経営の合理化及びコストの削減努力により収益確保を目指してまいりました。

　当期の業績につきましては、腫瘍マーカー、輸血関連試薬、腎機能検査試薬及び遺伝子分野では薬剤耐性や感染

症関連試薬の拡充と機器システムによる市場形成に努力してまいりました。売上高においては、腎機能検査試薬

をはじめとした生化学分野が市場での価格競争の影響により前年を下回る結果となり、免疫分野においても共同

事業化の影響により前年を下回る結果となりました。その結果、前年同期比１億4千万円減の３９億５千９百万円

となりました。

　一方、損益面におきましては、営業利益は３千４百万円減の５千３百万円、経常利益では４千２百万円減の３千

３百万円、当期純利益におきましては、前年同期比１千万円減の４百万円となりました。

　なお、第３２期及び第３３期に係る製品・商品の売上構成は下記に示したとおりであります。

区分

第32期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第33期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

製品

生化学的検査用試薬 1,151,452 28.1 1,155,048 29.2

免疫血清学的検査用試薬 742,878 18.1 649,292 16.4

その他 157,242 3.9 257,582 6.6

計 2,051,574 50.0 2,061,922 52.1

商品

生化学的検査用試薬 77,197 1.9 70,678 1.8

免疫血清学的検査用試薬 1,885,290 46.0 1,787,740 45.1

その他 85,819 2.0 39,437 1.0

計 2,048,306 50.0 1,897,856 47.9

合計

生化学的検査用試薬 1,228,649 30.0 1,225,726 31.0

免疫血清学的検査用試薬 2,628,169 64.1 2,437,032 61.5

その他 243,061 5.9 297,019 7.5

計 4,099,881 100.0 3,959,778 100.0

　（注）　金額には消費税等は含まれておりません。
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(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社の経営成績に重要な影響を与える要因といたしましては、隔年ごとに実施される薬価改訂をはじめとした

国の医療費政策や医療機関の経営合理化による医療費引き下げなどの外的要因による収益の変動が考えられま

す。

　また、免疫関連における主要な原料につきましては、輸入に依存しているため、為替相場の動きによっては各年

度における収益予想が大きく変動する可能性があります。

(4）戦略的現状と見通し

　当社といたしましては、これらの状況を踏まえて、新たな魅力ある製品の研究開発に努力するとともに、生化学、

免疫、インフルエンザをはじめとしたＰＯＣＴ分野での拡販と遺伝子分野における試薬と測定機器を組み合わせ

たシステム販売等積極的な営業展開を行なってまいります。

　また、今後も収益性の高い開発型企業を目指して、市場の動向や顧客ニーズへの迅速な対応と有利子負債の返済

を進めることによる財務内容の改善及び経費や投資効率の改善による損益分岐点の引き下げを進めていく所存

であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社では、医療業界における技術革新や競争の激化に対処するため研究開発及び全自動分析装置などを中心に８千

８百万円の設備投資を実施しました。

　 

２【主要な設備の状況】
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

土地
建物
（千円）

構築物
（千円）

機械装置
（千円）

工具器具備
品（千円）

投下資本合
計（千円）

従業員数
（人）面積

（㎡）
金額
（千円）

（生産・研究・物流設備） 　 　 　 　 　 　 　 　 　

笠間工場・研究所笠間研究室・配

送センター（茨城県笠間市）

臨床検査薬生産設備・研究

設備・物流設備
20,633.00 450,000 634,830 28,095 21,056 50,593 1,184,574 58

研究所伊東研究室

（静岡県伊東市）
臨床検査薬研究設備 2,359.57 64,914 23,797 34 1,200 4,738 94,684 0

計 - 22,992.57 514,914 658,627 28,129 22,256 55,331 1,279,259 58

（その他設備） 　         

本社及び東京営業所

（東京都文京区）

全社統括業務・販売業務統

括施設
314.29 1,336,539 266,030 2,709 310 12,712 1,618,302 52　

札幌営業所

（札幌市北区）
販売設備 － － 54 － － － 54 2

仙台営業所

（仙台市太白区）
販売設備 － － 55 － － 7 62 4

名古屋営業所

（名古屋市千種区)
販売設備 － － － － － 4 4 4

大阪営業所

（大阪市東淀川区)
販売設備 － － － － － 89 89 8

広島営業所

（広島市中区）
販売設備 － － 56 － － － 56 6

福岡営業所

（福岡市博多区）
販売設備 － － 10 － － 23 33 5

計 - 314.29 1,336,539 266,206 2,709 310 12,838 1,618,603 81　

合計 - 23,306.86 1,851,453 924,833 30,838 22,567 68,170 2,897,863 139　

　（注）１．金額は帳簿価格であり、建設仮勘定は含まれておりません。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

３．従業員数は就業人員（常用パート及び嘱託契約社員を含む）であります。

４．リース契約による賃借設備のうち主なものは、次のとおりであります。

名称
数量
（台）

リース
期間

年間リース料（千円） リース契約残高（千円）

全自動血球洗浄装置(輸血検査用機器)

（注）
6 ５年間 1,639 1,722

全自動EIA測定装置

(腫瘍マーカー測定装置)（注）
10 ５年間 8,786 9,921

車両（注） 43 ３年間 18,564 21,384

　（注）　所有権移転外ファイナンス・リース 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当事業年度末現在における重要な設備の新設、改修計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（平成20年3月31日)
提出日現在発行数（株）

(平成20年6月23日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,558,860 4,558,860
ジャスダック証券取

引所

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

計 4,558,860 4,558,860 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 　　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成７年12月４日 550,000 4,558,860 227,150 831,413 421,010 928,733

　（注）　有償一般募集

入札による募集　　　400,000株　　　　　 発行価格　　　825円　　　　　 資本組入額　　413円

入札によらない募集　150,000株　　　　　 発行価格　　1,100円　　　　　 資本組入額　　413円

（５）【所有者別状況】

　 平成20年3月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 6 6 31 2 1 790 836 －

所有株式数

（単元）
－ 301 21 1,102 2 1 3,130 4,557 1,860

所有株式数の

割合（％）
－ 6.61 0.46 24.18 0.05 0.02 68.68 100 －

　（注）１．自己株式103,030株は、「個人その他」に103単元及び「単元未満株式の状況」に30株含まれています。

２．「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が1単元含まれています。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

杉山　茂 東京都目黒区 815 18.29

日立化成工業株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目１番１号 490 11.02

旭化成ファーマ株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 450 10.10

カイノス従業員持株会 東京都文京区本郷２丁目３８番１８号 183 4.12

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 110 2.47

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 88 1.97

中村　利通 千葉県柏市 86 1.93

稲熊　章男 愛知県幡豆郡 55 1.23

日本化薬株式会社 東京都千代田区富士見１丁目11番２号 50 1.12

商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目10番17号 50 1.12

計 － 2,377 53.37

　（注）　出資比率は自己株式(103,030株)を控除して計算しております。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　 103,000
－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　 4,454,000 　4,453 同上

単元未満株式 普通株式       1,860 － 同上

発行済株式総数              4,558,860　 － －

総株主の議決権 － 　4,453 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権の数1個）が含まれて

おります。

　　　　２．「単元未満株式」の欄には、自己株式の株式30株が含まれております。

  なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他）」の欄に含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年3月31日現在

所有者の氏名又は名称等 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社カイノス

東京都文京区本郷

二丁目38番18号
103,000 － 103,000 2.30

（８）【ストックオプション制度の内容】

         該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

　　　

　　　　　　　　　取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

    該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 2,770 850,165

当期間における取得自己株式 － －

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他

 （－）
－ － － －

保有自己株式数 103,030 － 103,030 －

３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。安定的な経営基盤の確保と株

主資本利益率の向上に努めるとともに、配当につきましても安定的な配当の継続を維持しつつ、さらに業績に応じ

積極的に株主に還元していくことを基本方針としております。また、内部留保金につきましては、事業の拡大及び合

理化のための設備投資や研究開発活動などに有効活用することを考えております。

　配当につきましては、期末配当（基準日３月31日）を基本方針とし、年１回の剰余金の配当を株主総会で決議いた

します。また、中間配当（基準日９月30日）は、取締役会の決議により行うことができる旨、定款で定めております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　しかしながら、当事業年度の配当につきましては、暖冬等の季節的要因でインフルエンザ診断薬やアレルギー診断

薬の売上が伸び悩み、予定していた収益の確保には至らない状況であった為、無配当とさせていただいております。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 550
440

※　530
863 622 410

最低（円） 320
373

※　360
400 394 168

　（注）　最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。なお、第30期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表の

ものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 345 333 324 285 195 200

最低（円） 315 285 280 168 184 179

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役社

長
　 中村　利通 昭和20年９月７日生

昭和50年10月 当社入社

昭和63年５月 当社取締役　営業部部長

平成３年５月 当社常務取締役　営業部部長兼

生産管理部部長

平成８年２月 当社専務取締役　事業本部本部

長

平成12年２月 当社代表取締役専務

平成12年４月 当社代表取締役社長（現任）

(注)2 86

専務取締役 管理本部本部長 徳永　孔志 昭和24年９月２日生

昭和51年10月 当社入社

平成６年６月 当社取締役　業務部部長

平成８年２月 当社取締役　管理本部副本部長

兼生産資材部部長

平成10年２月 当社取締役　営業本部本部長

平成12年２月 当社常務取締役　営業本部本部

長

平成12年７月 当社常務取締役　営業本部担当

平成13年11月 当社常務取締役　営業本部本部

長

平成16年４月 当社常務取締役　管理本部本部

長

平成17年４月 当社専務取締役　管理本部本部

長（現任）

(注)2 38

常務取締役

開発本部本部長

兼品質保証セン

ター担当

上地　史朗 昭和30年９月14日生

昭和55年４月 当社入社

平成10年４月 当社開発部部長

平成11年４月 当社理事　開発部部長

平成12年２月 当社理事　開発本部本部長

平成13年６月 当社取締役　開発本部本部長

平成16年４月 当社取締役　営業本部本部長

 兼品質保証センター長

平成16年５月 当社取締役　営業本部本部長

平成16年10月 当社取締役　営業本部本部長

 兼事業プロジェクト担当

平成17年４月 当社常務取締役　営業本部本部

長

平成19年４月 当社常務取締役　営業本部担当

平成20年４月　当社常務取締役　開発本部本部

長兼品質保証センター担当

（現任）　

(注)2 20

取締役 　 田辺　敏雄 昭和28年６月25日生

昭和53年４月 日本化薬株式会社入社

平成10年２月 同社　医薬品事業本部　診断薬

室開発担当

平成13年６月 同社　医薬事業本部　診断薬室

開発担当兼創薬本部診断薬開

発部門長

平成16年６月 当社　取締役（現任）

平成17年４月 日本化薬株式会社　医薬事業本

部　原薬診断薬営業部診断薬担

当主管兼創薬本部診断薬開発

部門長

平成18年12月 同社　医薬事業本部　診断薬室

長（現任）

(注)2 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 経理部部長 上原　浩司 昭和29年２月５日生

昭和54年10月 ベーリンガー・マンハイム山

之内株式会社入社

平成10年５月 当社　入社

平成13年２月 当社　経理部部長

平成18年６月 当社　取締役（現任）

(注)2 3

取締役 　 西山　和成 昭和26年２月28日生

昭和51年４月 旭化成工業株式会社入社（現

旭化成ファーマ株式会社）

平成11年３月 同社　繊維カンパニー　ベンベ

ルグ生産業務室長

平成13年12月 同社　医薬・医療カンパニープ

ラノバエ工場長

平成17年10月 同社　診断薬製品部長（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

 (注)2 －

　取締役 　 伊藤　博　 昭和33年２月４日生　

昭和55年４月 日立化成工業株式会社入社

平成３年４月 同社　医薬品事業部　医薬品研

究所主任研究員

平成11年４月　同社　医薬品事業部　事業企画

部長　

平成13年８月　同社　医薬品事業部　医薬品研

究所長　

平成16年４月 同社　医薬品事業部　副事業部

長兼Bioclone Australia Pty Ltd.

 Managing Director/CEO

平成18年４月　同社　機能性材料事業部　ライ

フサイエンス部門長兼

Bioclone Australia Pty Ltd.

 Managing Director/CEO

平成20年４月 同社　機能性材料事業部　企画

部　ライフサイエンス新規事業

開発担当部長兼

Bioclone Australia Pty Ltd.

 Managing Director/CEO（現

任）

平成20年６月 当社取締役（現任）

(注)2　 －

常勤監査役 　 佐藤　進 昭和22年６月30日生

昭和46年４月 旭化成工業株式会社入社

昭和50年５月 同社経営計画部

昭和63年10月 シーメンス旭メディテック株

式会社　組織管理部長

平成11年４月 旭化成工業株式会社　医薬・医

療事業企画部長

平成13年６月 同社 理事 医薬・医療企画管

理部長

平成14年６月 当社取締役

平成16年６月 旭化成ファーマ株式会社　理事

　総務部長兼コンプライアンス

Ｒ・Ｃ推進室長

平成17年６月 同社　理事　総務部長兼コンプ

ライアンス室長

平成19年６月 当社　常勤監査役（現任）

(注)3 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常勤監査役 　 山中　俊雄 昭和21年10月２日生

昭和45年４月 日立化成工業株式会社入社

昭和61年７月 同社五井工場総務課長

平成２年７月 同社下館工場経理部原価課長

平成６年７月 同社下館工場部員（但し、日立

化成ジョホール出向）

平成10年８月 同社監査役室部長代理

平成13年６月 同社財務戦略室部員（但し、厚

生年金基金出向）

平成15年４月 日立粉末冶金株式会社転属、同

社経営支援センタ経理担当部

長

平成15年６月 同社経営支援センタ経理担当

部長兼監査担当部長

平成17年４月 同社執行役兼経営支援センタ

副センタ長兼経理部長

平成18年４月 同社執行役兼経営管理部長

平成19年６月 当社常勤監査役（現任）

 (注)4 1

監査役 　 耕　修二 昭和20年12月13日生

昭和46年４月 弁護士登録

昭和52年７月 耕　修二法律事務所開設

昭和62年４月 第二東京弁護士会副会長

 （昭和63年３月まで）

平成12年６月 当社監査役（現任）

 (注)4 7

監査役 　 高野　勇 昭和17年１月25日生

昭和35年４月 株式会社日立製作所入社

昭和38年４月 日立化成工業株式会社へ転籍

平成５年７月 同社経営企画室　部長代理

平成７年３月 当社へ転籍　経理部部長

平成８年６月 当社取締役　経理部部長

平成12年２月 当社取締役　管理本部本部長

平成13年６月 当社取締役　管理本部担当

平成14年６月 当社常勤監査役

平成16年６月 当社監査役（現任）

(注)5 10

　 　 　計 166

  （注）1．監査役山中俊雄及び耕　修二の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

        2.　平成20年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

        3.　平成19年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

        4.　平成19年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

        5.　平成17年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は従来から取締役及び監査役を社外から登用し、的確な経営の意思決定を図ることを目指して取締役

会の改革を行っております。また、当社は社外監査役の意見を積極的に取り入れ、的確で迅速な意思決定とコ

ンプライアンスの改善を図る目的で業務監査権限を有する監査役によって取締役の業務執行を管理監督する

ことにより、適正な業務執行を実行できる環境を確保するために監査役制度を採用しております。

　取締役の報酬額につきましては、取締役報酬に関する内規と経営成績に基づいて決定され、取締役会におい

て決議されております。また、監査役の報酬額につきましては、その総額が株主総会により決議され、監査役

個々の報酬につきましては、監査役の協議によって定められております。

２．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

(1)　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

当社の取締役会は９名で構成され、原則として毎月1回開催しており、重要事項や業績報告及びその対策に

ついて付議しております。また、経営環境の変化等に対応した戦略につきましては、原則として毎月1回開催さ

れる経営会議（常勤取締役７名）で意思決定を行なっております。

経営上の意思決定及び業務全般にわたる管理運営のための諸規則に基づいて、4本部・1センター制により

事業運営の迅速化と製品の品質と安全面における事業リスクへの対応及び効率化に取り組んでおります。　

平成２０年４月１日付けで経営の意思決定および監督機能と業務執行機能を明確にし、経営環境の変化に

対して迅速な対応を行うために執行役員制度を導入いたしました。更に取締役の経営責任をより明確化する

ため、取締役の任期を２年から１年に変更し、執行役員の任期につきましては、取締役の任期に順じ１年とい

たしました。これにより、取締役会は７名によって構成されることになり、経営会議は、常勤取締役４名の構成

に変更されております。　

監査役会は常勤監査役２名、非常勤監査役２名の４名で構成されており、うち２名は社外監査役でありま

す。取締役会にはすべて出席し、さらに社内の各種会議に積極的に参加しており、取締役の職務執行を充分に

監視することができる体制になっております。　

各本部から独立した組織として、会社の営業活動における行動基準を監督するプロモーションコード委員

会、会社全体のＩＴ設備を監督するコンピュータ委員会、顧客満足度の向上を獲得するための製品の品質維

持、継続的な改善体制を監督するＩＳＯ事務局及び各本部の内部監査を行う監査室（１名）などがあり、随時

充分な管理を行う体制になっております。また、コンプライアンスの目的から弁護士などの専門家のアドバイ

スを随時受けられる体制になっております。

また、「執行役員制度」の導入とあわせて平成２０年４月１日付で、今後のコンプライアンス体制の強化を

目的としてコンプライアンスセンター（模式図二重線部分）を新設いたしております。

会社法監査と金融商品取引法監査につきましては、会計監査人である監査法人との間で監査契約書を締結

　し、これに基づいて監査報酬を支払っております。

　

(2)　会社と取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

現在、取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はございません。

  社外から登用の取締役につきまして、西山和成氏は旭化成ファーマ株式会社の診断薬製品部長を現任して

おります。当社は同社より、原材料等の取引がございます。田辺敏雄氏は日本化薬株式会社の医薬事業本部診

断薬室長を現任しております。当社は同社より商品等の取引がございます。なお、上記２社との取引きにつき

ましても、他の当社と関係を有しない取引先と同様な取引条件により取引を行っております。

(3)　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　最近１年間における具体的な取り組み状況は、以下のとおりであります。

1)．当期において平成２０年４月１日より適用される「内部統制基準」の対応に備えて「内部統制委員　　　

会」を新設致しました。これにより業務に抱えるリスクについての評価改善を一層推し進め、コンプラ

イアンスとより品質の高い顧客サービスに努めてまいります。

2)．平成１９年度監査計画に基づき、監査室によって笠間工場（製造部門）、開発部、応用研究部、総務部、東

京営業所、品質保証センターの内部監査を実施いたしました。
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当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制の模式図は以下のとおりです。

　

      なお、役員報酬及び監査報酬の内容は以下のとおりであります。

      役員報酬の内容

　　　取締役に対する報酬

　　　社内取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  117,082千円

　　　監査役に対する報酬

　　　社内監査役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    7,850千円

　　　社外監査役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    8,432千円

　　 (注）上記のほか、平成19年６月21日開催の第32回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役２名

　　　　（うち社外監査役１名）に対し、報酬として下記のとおり支給しております。

　　　　　　退任監査役　２名　4,254千円（うち社外監査役１名　2,127千円）

　　　　監査報酬の内容

　　　　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に係る報酬　 12,000千円

　　　　　公認会計士法第２条第２項に規定する業務に係る報酬　    640千円

(4)　会計監査の状況

ａ．業務を執行した公認会計士の氏名

業務執行社員　鈴木　哲夫（新日本監査法人）監査年数　１年

業務執行社員　新田　　誠（新日本監査法人）監査年数　３年

ｂ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　 3名

その他　　　　10名
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(5)　取締役の定数

　当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。

(6)　取締役の選任決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらない旨を定款に定めておりま

す。

(7)　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第３０９条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に

定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運

営を行うことを目的とするものであります。

(8)　中間配当の期間

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第４５４条第５項の規定により、取締役会の決議に

よって毎年９月３０日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第32期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第33

期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第32期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の財務諸表については、みすず監査法人の監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第33

期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受け

ております。

　なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。

　　前事業年度　　みすず監査法人

　　当事業年度　　新日本監査法人

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
第32期

（平成19年3月31日）
第33期

（平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  583,642   571,530  

２．受取手形 ※４  105,806   69,838  

３．売掛金 ※２  807,220   763,248  

４．商品 　  51,239   129,298  

５．製品 　  212,090   150,118  

６．原材料 　  143,534   127,159  

７．仕掛品 　  54,624   35,073  

８．貯蔵品 　  16,443   26,752  

９．前払費用 　  8,944   11,033  

10．繰延税金資産 　  38,993   24,300  

11．その他 ※２　  71,559   29,385  

12．貸倒引当金 　  △2,900   △2,900  

流動資産合計 　  2,091,199 37.4  1,934,839 36.0

Ⅱ　固定資産 　       

(1）有形固定資産 　       

１．建物 ※１ 1,866,016   1,866,016   

減価償却累計額 　 874,996 991,020  941,182 924,833  

２．構築物 ※１ 95,983   95,983   

減価償却累計額 　 62,864 33,118  65,144 30,838  

３．機械装置 ※１ 138,077   142,957   

減価償却累計額 　 113,120 24,957  120,390 22,567  

４．工具器具備品 ※１ 439,786   449,098   

減価償却累計額 　 351,822 87,963  380,928 68,170  

５．土地 ※１  1,851,453   1,851,453  

有形固定資産合計 　  2,988,513 53.5  2,897,863 54.0
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第32期

（平成19年3月31日）
第33期

（平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(2）無形固定資産 　       

１．ソフトウェア 　  85,737   135,274  

２．電話加入権 　  4,613   4,613  

無形固定資産合計 　  90,350 1.6  139,888 2.6

(3）投資その他の資産 　       

１．投資有価証券 ※１  204,614   180,180  

２. 関係会社株式 　  22,796   22,796  

３．出資金 　  30,100   30,100  

４．長期前払費用 　  7,471   2,502  

５．保険積立金 　  14,402   14,402  

６．差入保証金 　  125,016   123,469  

７．繰延税金資産 　  12,823   25,489  

８．その他 　  725   415  

投資その他の資産合
計

　  417,950 7.5  399,356 7.4

固定資産合計 　  3,496,814 62.6  3,437,108 64.0

資産合計 　  5,588,013 100.0  5,371,947 100.0
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第32期

（平成19年3月31日）
第33期

（平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 　  22,577   16,110  

２．買掛金 　  673,419   617,360  

３．短期借入金 ※１  466,000   710,000  

４．１年以内返済予定長期
借入金

※１  519,210   499,025  

５．１年以内償還予定社債 　  230,000   －  

６．未払金 　  151,172   128,320  

７．未払法人税等 　  3,386   8,132  

８．未払消費税等 　  1,807   15,555  

９．未払費用 　  8,747   6,081  

10. 預り金 　  5,361   5,359  

11．賞与引当金 　  26,900   15,280  

12. その他 ※２　  2,477   2,076  

流動負債合計 　  2,111,059 37.8  2,023,301 37.7

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 ※１  933,035   859,870  

２．預り保証金 　  12,886   11,893  

３．長期未払金 　  74,500   71,000  

固定負債合計 　  1,020,421 18.3  942,763 17.5

負債合計 　  3,131,480 56.1  2,966,064 55.2
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第32期

（平成19年3月31日）
第33期

（平成20年3月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  831,413 14.9  831,413 15.5

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 928,733   928,733   

資本剰余金合計 　  928,733 16.6  928,733 17.3

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 193,125   193,125   

(2）その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 261,000   261,000   

繰越利益剰余金 　 303,287   273,999   

利益剰余金合計 　  757,412 13.6  728,124 13.6

４．自己株式 　  △87,966 △1.6  △88,816 △1.7

株主資本合計 　  2,429,592 43.5  2,399,454 44.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  26,939 0.5  6,428 0.1

評価・換算差額等合計 　  26,939 0.5  6,428 0.1

純資産合計 　  2,456,532 44.0  2,405,882 44.8

負債純資産合計 　  5,588,013 100.0  5,371,947 100.0
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②【損益計算書】

　 　
第32期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第33期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１．製品売上高 　 2,051,574   2,061,922   

２．商品売上高 　 2,048,306 4,099,881 100.0 1,897,856 3,959,778 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

（製品の部） 　       

１．製品期首たな卸高 　 197,427   212,090   

２．当期製品製造原価 　 1,025,562   954,804   

合計 　 1,222,989   1,166,895   

３．他勘定振替高 ※１ 60,172   34,150   

４．製品期末たな卸高 　 212,090 950,726  150,118 982,625  

（商品の部） 　       

１．商品期首たな卸高 　 109,243   51,239   

２．当期商品仕入高 　 1,788,246   1,697,497   

合計 　 1,897,489   1,748,737   

３．他勘定振替高 ※１ 139,627   18,485   

４．商品期末たな卸高 　 51,239 1,706,623  129,298 1,600,953  

売上原価合計 　  2,657,350 64.8  2,583,578 65.2

売上総利益 　  1,442,531 35.2  1,376,200 34.8
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第32期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第33期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２       

１．販売促進費 　 37,680   34,984   

２．広告宣伝費 　 8,760   1,726   

３．発送配達費 　 38,845   39,877   

４．通信費 　 26,331   24,386   

５．旅費交通費 　 123,313   113,660   

６．交際費 　 11,953   9,329   

７．役員報酬 　 133,979   137,619   

８．従業員給与手当 　 320,241   331,210   

９．従業員賞与手当 　 17,410   32,897   

10．賞与引当金繰入額 　 18,159   9,551   

11．法定福利費 　 63,049   65,705   

12．福利厚生費 　 24,720   25,575   

13．水道光熱費 　 14,914   15,369   

14．修繕費 　 1,149   901   

15．地代家賃 　 26,308   28,030   

16．減価償却費 　 42,329   38,277   

17．保険料 　 1,615   1,679   

18．租税公課 　 10,800   10,178   

19．研究開発費 　 217,220   209,107   

20．備品消耗品費 　 34,955   22,289   

21．リース料 　 75,858   72,380   

22．確定拠出年金掛金 　 18,746   19,457   

23．管理諸費 　 36,731   38,368   

24．その他 　 49,897 1,354,973 33.0 40,199 1,322,763 33.4

営業利益 　  87,557 2.1  53,437 1.4
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第32期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第33期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 2,516   4,127   

２．受取配当金 　 4,466   4,982   

３．為替差益 　 3,566   6,389   

４．受取手数料 　 442   423   

５．仕入割引 　 1,784   2,092   

６．貸与機器収入 　 －   6,041   

７．雑収入 　 14,325 27,102 0.7 4,264 28,322 0.7

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 27,462   35,238   

２．手形売却損 　 346   491   

３．社債利息 　 1,896   680   

４．機器賃借料 　 －   5,993   

５．雑損失 　 8,927 38,633 0.9 5,786 48,189 1.2

経常利益 　  76,027 2.0  33,569 0.9

Ⅵ　特別利益 　       

１．前期損益修正益 　 5,549   －   

２．投資有価証券売却益 　 366   －   

３．特許使用料返還金 　 32,154 38,070 0.9 － － 0.0

Ⅶ　特別損失 　       

１．商品取替損失  ※３ 63,577   －   

２．事業撤退損失 　 4,581   －   

３．固定資産除却損 ※４ 951   －   

４．その他 　 － 69,110 1.7 118 118 0.0

税引前当期純利益 　  44,988 1.2  33,450 0.8

法人税、住民税及び事業
税

　 14,099   13,200   

法人税等調整額 　 15,785 29,884 0.7 16,099 29,299 0.7

当期純利益 　  15,103 0.5  4,151 0.1
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製造原価明細書

　 　
第32期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第33期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　材料費 　 816,685 77.3 686,079 73.4

Ⅱ　労務費 ※２ 144,959 13.7 137,150 14.7

Ⅲ　経費 ※３ 95,355 9.0 112,023 11.9

当期総製造費用 　 1,057,001 100.0 935,253 100.0

期首仕掛品たな卸高 　 23,186  54,624  

計 　 1,080,187  989,877  

差引：期末仕掛品たな
卸高

　 54,624  35,073  

当期製品製造原価 　 1,025,562  954,804  

（脚注）

第32期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第33期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．原価計算の方法

予定原価による加工費工程別総合原価計算であり

ます。

１．原価計算の方法

同　左

※２．労務費のうち引当金繰入額は次のとおりでありま

す。

※２．労務費のうち引当金繰入額は次のとおりでありま

す。

賞与引当金繰入額 3,924千円 賞与引当金繰入額      3,040千円

※３．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※３．経費の主な内訳は次のとおりであります。

減価償却費 41,206千円

備品消耗品費 19,781千円

減価償却費 41,748千円

備品消耗品費      18,285千円
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合    計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 別　途　 

積立金
繰越利益
剰 余 金

平成18年３月３１日残高
（千円）

831,413 928,733 928,733 193,125 261,000 321,628 775,753 △87,613 2,448,286

事業年度中の変動額          

剰余金の配当（注）      △33,445 △33,445  △33,445

当期純利益      15,103 15,103  15,103

自己株式の取得        △352 △352

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（千円）

- - - - - △18,341 △18,341 △352 △18,693

平成19年３月３１日残高
（千円）

831,413 928,733 928,733 193,125 261,000 303,287 757,412 △87,966 2,429,592

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月３１日残高
（千円）

32,803 32,803 2,481,090

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △33,445

当期純利益   15,103

自己株式の取得   △352

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△5,863 △5,863 △5,863

事業年度中の変動額合計
（千円）

△5,863 △5,863 △24,557

平成19年３月３１日残高
（千円）

26,939 26,939 2,456,532

 　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合    計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 別　途　 

積立金
繰越利益
剰 余 金

平成19年３月３１日残高
（千円）

831,413 928,733 928,733 193,125 261,000 303,287 757,412 △87,966 2,429,592

事業年度中の変動額          

剰余金の配当      △33,439 △33,439  △33,439

当期純利益      4,151 4,151  4,151

自己株式の取得        △850 △850

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － － △29,287 △29,287 △850 △30,138

平成20年３月３１日残高
（千円）

831,413 928,733 928,733 193,125 261,000 273,999 728,124 △88,816 2,399,454
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月３１日残高
（千円）

26,939 26,939 2,456,532

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △33,439

当期純利益   4,151

自己株式の取得   △850

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△20,511 △20,511 △20,511

事業年度中の変動額合計
（千円）

△20,511 △20,511 △50,650

平成20年３月３１日残高
（千円）

6,428 6,428 2,405,882
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④【キャッシュ・フロー計算書】

　 　
第32期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第33期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

　   

税引前当期純利益 　 44,988 33,450

減価償却費 　 109,533 109,208

無形固定資産償却額 　 6,569 20,325

長期前払費用償却額 　 8,465 5,269

賞与引当金の減少額 　 △33,900 △11,620

受取利息及び受取配当金 　 △6,983 △9,109

投資有価証券売却益 　 △366 －

支払利息 　 27,462 35,238

社債利息 　 1,896 680

手形売却損 　 346 491

為替差損益 　 △3 5,564

有形固定資産除却損 　 951 －

売上債権の減少額 　 141,005 79,939

たな卸資産の減少額 　 18,372 9,529

その他流動資産の減少額
（△増加額）

　 △16,074 56,322

仕入債務の減少額 　 △73,492 △62,526

未払金・未払費用の減少額 　 △15,096 △24,183

その他流動負債の増加額(△
減少額）

　 △74,741 14,544

その他固定負債の減少額 　 △993 △4,493

小　　計 　 137,938 258,631

利息及び配当金の受取額 　 6,983 8,725

利息の支払額 　 △30,074 △39,228

法人税等の支払額 　 △174,493 △25,083

営業活動によるキャッシュ
・フロー

　 △59,645 203,044
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第32期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第33期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

　   

投資有価証券の取得による
支出

　 △9,007 △10,150

投資有価証券の売却による
収入

　 9,373 －

有形固定資産の取得による
支出

　 △305,915 △19,726

有形固定資産の売却による
支出　

　 － 68

無形固定資産の取得による
支出

　 △71,200 △70,162

貸付の返済による収入 　 － 3,640

貸付による支出 　 △3,149 △1,400

その他投資解約による収入 　 873 1,690

その他投資取得による支出 　 △1,245 △144

投資活動によるキャッシュ
・フロー

　 △380,271 △96,183

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

　   

短期借入金の純増減額 　 56,000 244,000

長期借入金の調達による収
入

　 750,000 500,000

長期借入金の返済による支
出

　 △390,950 △593,350

社債の償還による支出 　 △60,000 △230,000

自己株式の取得による支出 　 △352 △850

配当金の支払額 　 △33,303 △33,209

財務活動によるキャッシュ
・フロー

　 321,394 △113,409

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

　 3 △5,564

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少
額

　 △118,519 △12,112

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 572,162 453,642

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

※ 453,642 441,530
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重要な会計方針

項目
第32期

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

第33期
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同　左

　

　

その他有価証券

時価のあるもの

      期末日の市場価格等に基づく時価 

    法(評価差額は全部純資産直入法によ
　

　　り処理し、売却原価は移動平均法に　

　　より算定)

その他有価証券

時価のあるもの

     

同　左

　

　

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同　左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

　時価法 同　左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品、製品、原材料及び仕掛品
　総平均法による原価法

(1）商品、製品、原材料及び仕掛品
同　左

　

　

(2）貯蔵品
　最終仕入原価法

(2）貯蔵品
同　左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産
　定率法。ただし、平成10年4月1日以降に
取得した建物（建物付属設備を除く）

については定額法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

(1）有形固定資産
　定率法。ただし、平成10年4月1日以降に
取得した建物（建物付属設備を除く）

については定額法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年4月1日以降に取得した有形
固定資産につきましては、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法を適用し

ております。

　これによる営業利益、経常利益、及び税

引前当期純利益に与える影響は軽微で

あります。

（追加情報）

　平成19年度の法人税法の改正に伴い、
平成19年3月31日以前に取得した資産に
つきましては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用をしており取

得価額の5%に到達した事業年度の翌事
業年度より、取得価額の5%相当額と備
忘価額（1円）との差額を5年間にわた
り均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

　これによる営業利益、経常利益、及び税

引前当期純利益に与える影響は軽微で

あります。

　

　

(2）無形固定資産
　ソフトウェア(自社利用)については、
社内における利用可能期間(５年)によ
る定額法、それ以外の無形固定資産につ

いては、定額法を採用しております。

(2）無形固定資産
同　左
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項目
第32期

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

第33期
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

　

　

(3）長期前払費用

　均等額を償却する方法を採用しており

ます。

(3）長期前払費用

同　左

５.外貨建ての資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

　

 　　　　　　　同　左

　

６．引当金の計上基準

　

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等の特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同　左

　

　

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるた

め、支給見込額を計上しています。

(2）賞与引当金

同　左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同　左

８．ヘッジ会計の方法

　

(1）ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップについて、特例処理を採用してお

ります。

(1）ヘッジ会計の方法

同　左

　

　

　

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

①　ヘッジ手段

　金利スワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

①　ヘッジ手段

同　左

　

　

②　ヘッジ対象

　借入金利息

②　ヘッジ対象

同　左

　

　

(3）ヘッジ方針

　当社の内部規則である資金管理規則に

基づき、金利変動リスクをヘッジする目

的で金利スワップ取引を行っておりま

す。

(3）ヘッジ方針

同　左

　

　

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては、特例処理を

採用している為、有効性の評価を省略し

ております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同　左

９．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価格の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。

同　左

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

同　左
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重要な会計方針の変更

項目
第32期

（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

第33期
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準

当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第５号　平成17年12月９日)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月９日)を適用し

ております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金

額は2,456,532千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。

────────

ロイヤリティの会計処理方法

の変更

────────

技術供与先から受け取るロイヤリティ

収入については従来、営業外収益の「雑収

入」に計上しておりましたが、当事業年度

から売上高の製品売上高に含めて計上す

る方法に変更しました。

　この変更は、当該収入が当社の研究開発

活動の成果であることに加え、海外におけ

る技術供与先の製造販売の拡大に伴って、

当該収入の金額的重要性が高まりつつあ

るため、売上高として計上することにより

当社の損益区分をより適正に表示する目

的で行ったものであります。

　この変更により、従来と同一の方法に

よった場合と比較して売上高及び営業利

益はそれぞれ165,368千円増加しておりま

す。なお、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響はありません。

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

──────

１．前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示し

ておりました「貸与機器収入」は、営業外収益の

総額の100分の10を超えた為区分掲記しました。

　なお、前期における「貸与機器収入」の金額は

1,788千円であります。

──────

２．前期まで営業外費用の「雑損失」に含めて表示し

ておりました「機器賃借料」は、営業外費用の総

額の100分の10を超えた為区分掲記しました。

　なお、前期における「機器賃借料」の金額は1,780

千円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

第32期
（平成19年 3月31日）

第33期
（平成20年 3月31日）

※１．担保提供資産

（担保に供している資産）

※１．担保提供資産

（担保に供している資産）

建物 544,446千円

構築物  27,002

機械装置  3,106

工具器具備品  1,150

土地  1,851,453

計 2,427,158

建物     511,127千円

構築物 25,093

土地           1,851,453

計 2,387,674

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務）

短期借入金 454,000千円

１年以内返済予定長期借入金  409,210

長期借入金  600,535

計 1,463,745

短期借入金 598,000千円

１年以内返済予定長期借入金  269,025

長期借入金   672,370

計 1,539,395

　なお、仕入債務について上記の土地の一部に根抵当

権の設定があります。

　

（その他担保に供している資産）

差入保証金の代用として提供しているもの

（その他担保に供している資産）

差入保証金の代用として提供しているもの

投資有価証券 7,993千円 投資有価証券      5,821千円

※２．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

※２．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

流動資産 　

売掛金 90,224千円

流動資産 　

売掛金       57,101千円

その他       1,652千円

流動負債 　

その他       1,576千円

　３．受取手形割引高 99,459千円 　３．受取手形割引高       142,554千円

※４．期末日満期手形

  期末日満期手形の会計処理については、当期の末　　

　　　　　　　　　　　　　　　

日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。期末日満期手形の金

額は次のとおりであります。

受取手形　　　　　　　　　　　　　25,403千円　　

※４             ────────

          

（損益計算書関係）

第32期
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

第33期
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

※１．製・商品他勘定振替高は、主として販売促進費に振

替えたものであります。

※１．製・商品他勘定振替高は、主として販売促進費に振

替えたものであります。

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 217,220千円 一般管理費に含まれる研究開発費    209,107千円

※３．インフルエンザ試薬の改良品による置換に伴う損　

　

　　失であります。

※３．　　　　　────────

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．　　　　　────────

工具器具備品 951千円 　    
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 4,558 － － 4,558

合計 4,558 － － 4,558

自己株式     

普通株式 99 0 － 100

合計 99 0 － 100

　(注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月22日

定時株主総会
普通株式 33,445 7.5 平成18年3月31日 平成18年6月23日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月21日

定時株主総会
普通株式 33,439  利益剰余金 7.5 平成19年3月31日 平成19年6月22日

当事業年度（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 4,558 － － 4,558

合計 4,558 － － 4,558

自己株式     

普通株式 100 2 － 103

合計 100 2 － 103

　(注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月21日

定時株主総会
普通株式 33,439 7.5 平成19年3月31日 平成19年6月22日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

第32期
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

第33期
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成19年 3月31日現在）

現金及び預金 583,642千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △130,000千円

現金及び現金同等物 453,642千円

（平成20年 3月31日現在）

現金及び預金 571,530千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △130,000千円

現金及び現金同等物 441,530千円

（リース取引関係）

第32期
（自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日）

第33期
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 144,850 98,841 46,009

ソフトウェア 35,200 15,623 19,576

計 180,050 114,464 65,586

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 128,520 92,603 35,916

ソフトウェア 35,200 22,663 12,536

計 163,720 115,267 48,453

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 36,627千円

１年超 48,249千円

合計 84,877千円

１年内       31,820千円

１年超 32,569千円

合計 64,389千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 41,160千円

減価償却費相当額 38,481千円

支払利息相当額 1,874千円

支払リース料 40,556千円

減価償却費相当額 35,832千円

支払利息相当額 1,367千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同　左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額（維持管理費用相当額を除く）とリー

ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法によっておりま

す。

５．利息相当額の算定方法

同　左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

　　　　　　　　　　同　左
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（有価証券関係）

第32期（平成19年3月31日現在）

有価証券

①その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

株式 39,692 85,114 45,422

債券 － － －

その他 － － －

小計 39,692 85,114 45,422

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

株式 － － －

債券 － － －

その他 － － －

小計 － － －

合　　　計 39,692 85,114 45,422

　（注）　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、個別の銘柄毎に回復可能性を考慮して、必要と認められた額について減損処

理を行っております。

②時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額

種類 貸借対照表計上額（千円）

子会社及び関連会社株式 22,796

その他有価証券  

非上場株式

非上場債券

119,000

500

第33期（平成20年3月31日現在）

有価証券

①その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

株式 39,692 51,642 11,950

債券 － － －

その他 － － －

小計 39,692 51,642 11,950

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

株式 － － －

債券 － － －

その他 10,150 9,037 △1,112

小計 10,150 9,037 △1,112

合　　　計 49,842 60,680 10,838

　（注）　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、
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30～50％程度下落した場合には、個別の銘柄毎に回復可能性を考慮して、必要と認められた額について減損処

理を行っております。

②時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額

種類 貸借対照表計上額（千円）

子会社及び関連会社株式 22,796

その他有価証券  

非上場株式

非上場債券

119,000

500
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

第32期
(自　平成18年 4月 1日
至　平成19年 3月31日)

第33期
(自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日)

１．取引の内容

　当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連で

は為替予約取引、金利関連では金利スワップ取引であり

ます。

１．取引の内容

同　左

２．取引に対する取組方針及び利用目的

　当社のデリバティブ取引は、将来の為替相場や金利の

変動によるリスクを回避し、安定的な利益の確保を図る

ことを目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

２．取引に対する取組方針及び利用目的

同　左

(1）ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たしている金利スワップについ

て、特例処理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同　左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

①　ヘッジ手段

　金利スワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

①　ヘッジ手段

同　左

②　ヘッジ対象

　借入金利息

②　ヘッジ対象

同　左

(3）ヘッジ方針

　当社の内部規則である資金管理規則に基づき、金利

変動リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を

行っております。

(3）ヘッジ方針

同　左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては、特例処理を採用している

為、有効性の評価を省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同　左

３．取引に係るリスクの内容

　為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを、金利

スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有して

おります。

３．取引に係るリスクの内容

同　左

４．取引に係るリスク管理体制

　リスク管理体制はまず経理部内で、事前協議、企画、立

案し関係各部署と協議を行い、社内稟議にて社長決裁を

受けた後実行しております。

４．取引に係るリスク管理体制

同　左

２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

区分 種類

第32期（平成19年3月31日） 第33期（平成20年3月31日）

契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取

引以外

の取引

為替予約取引

売建

　ユーロ

－ － － － 18,969 － 19,369 △399

買建

　米ドル
262,552 － 267,500 4,948 － － － －

　 合計 262,552 － 267,500 4,948 18,969 － 19,369 △399
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第32期 第33期

　（注）１．時価の算定方法

期末の時価は先物相場を使用して

おります。

　（注）１．時価の算定方法

同　左

２．ヘッジ会計が適用されているデリ

バティブ取引は除いております。

２．　　  同　左

（退職給付関係）

前事業年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）

　　採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けておりましたが、平成18年3月27日付けで厚生労働大臣の承

認を受け、平成18年4月1日より確定拠出年金制度へ移行しました。

当事業年度（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）

　　採用している退職給付制度の概要

　確定拠出年金制度を採用しております。なお、確定拠出年金掛金（退職給付費用）は、28,667千円であります。

 

　　　 (ストック・オプション等関係）

　      該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

第32期
（平成19年3月31日）

第33期
（平成20年3月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金損金算入限度超過額 10,945

未払事業税否認 843

繰越欠損金 22,465

長期未払金 30,314

その他 5,731

繰延税金資産　合計 70,299

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △18,482

繰延税金負債　合計 △18,482

　  

繰延税金資産の純額 51,816

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金損金算入限度超過額 6,217

未払事業税否認 1,398

繰越欠損金 13,197

長期未払金 28,889

その他 4,499

繰延税金資産　合計 54,200

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △4,410

繰延税金負債　合計 △4,410

　  

繰延税金資産の純額 49,789

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.2％

住民税均等割等 23.4％

過年度法人税等 4.4％

繰延税金資産の減少 35.1％

試験研究費控除 △　0.7％

繰越欠損金 △ 40.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 66.4％

法定実効税率 40.7 ％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 12.0 ％

住民税均等割等 35.6 ％

試験研究費控除 △0.8 ％

繰越欠損金 △27.7 ％

その他 27.8 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 87.6 ％

（持分法損益等）

前事業年度（自平成18年4月1日至平成19年3月31日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 22,796

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 　―――― 

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） ―――― 

当事業年度（自平成19年4月1日至平成20年3月31日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 22,796

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 　――――  

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円）   ――――  

EDINET提出書類

株式会社カイノス(E00977)

有価証券報告書

46/61



【関連当事者との取引】

第32期（自平成18年4月１日　至平成19年3月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主要

株主

日立化成

工業(株)

東京都

新宿区
15,421

エレクトロ

ニクス、工業

材料関連製

品の製造、販

売

(被所有)

直接10.77%
-

商品・

材料の

仕入

臨床検査試

薬に係る商

品の仕入

999,472 買掛金 255,988

取引保証金 －
差入保

証金
100,000

保証金利息 2,105

流動資

産その

他

1,222

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記会社からの商品の仕入については、市場価格を参考に決定しております。

(2）役員及び個人主要株主等

　該当する取引はありません。

(3）子会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社

イムコア

・カイノ

ス(株)

東京都

港区
10

輸血試薬及

び機器の販

売

(所有)

直接49.00%
役員３名

商品の

売上

臨床検査試

薬の商品の

売上

652,146 売掛金 90,224

販売支援

サービス
32,756

流動資

産その

他

15,578

流動負

債その

他

2,277

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記会社への商品の売上については、市場価格を参考に決定しております。

(4）兄弟会社等

　該当する取引はありません。

第33期（自平成19年4月１日　至平成20年3月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主要

株主

日立化成

工業(株)

東京都

新宿区
15,442

エレクトロ

ニクス、工業

材料関連製

品の製造、販

売

(被所有)

直接10.77%
-

商品・

材料の

仕入

臨床検査試

薬に係る商

品の仕入

994,680 買掛金 272,351

取引保証金 －
差入保

証金
100,000

保証金利息 2,388

流動資

産その

他

1,404

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記会社からの商品の仕入については、市場価格を参考に決定しております。

(2）役員及び個人主要株主等
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　該当する取引はありません。

(3）子会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社

イムコア

・カイノ

ス(株)

東京都

港区
10

輸血試薬及

び機器の販

売

(所有)

直接49.00%
役員３名

商品の

売上

臨床検査試

薬の商品の

売上

486,866 売掛金 57,101

販売支援

サービス
16,540

流動資

産その

他

1,652

流動負

債その

他

1,576

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記会社への商品の売上については、市場価格を参考に決定しております。

(4）兄弟会社等

　該当する取引はありません。
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（１株当たり情報）

第32期
(自　平成18年 4月 1日
 至　平成19年 3月31日)

第33期
(自　平成19年 4月 1日
 至　平成20年 3月31日)

１株当たり純資産額 550円97銭

１株当たり当期純利益金額 3円39銭

１株当たり純資産額   539 円94銭

１株当たり当期純利益金額  0円 93銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
第32期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第33期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益（千円） 15,103 4,151

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 15,103 4,151

期中平均株式数（株） 4,458,662 4,457,476

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

 

──────

 

──────
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

──────

（重要な後発事象）

関係会社株式の譲渡及び譲渡後の関係

当社は、平成20年5月22日の取締役会において当社の関

連会社でありますイムコア・カイノス株式会社（以降

イムコア・カイノス社）の株式を、Immucor,Inc.（本

社：米国ジョージア州、以降「イムコア社」という）

に譲渡することを決議し、平成20年５月30日に譲渡い

たしました。

　本件の概要は以下のとおりです。

（1）株式譲渡の理由

　　　　当社は、国内の輸血事業の強化を図る目的で、平成17年

6月30日にイムコア社との合弁によりカイノスＢＢ

株式会社（現イムコア・カイノス社）を設立し、今

日まで両者による事業展開を推し進めてまいりまし

た。今般、イムコア・カイノス社の国内における販売

体制が整備されたことに伴い、平成17年6月20日付

「輸血検査用試薬事業に関する合弁会社設立契約」

及び「株式譲渡契約」に基づいて協議を重ね当社が

保有するイムコア・カイノス社の全株式49％を、イ

ムコア社へ譲渡することを決定いたしました。

（2）株式譲渡の日程

　　　　株式譲渡契約締結、株券引渡及び株式譲渡代金の入金

につきましては、すべて、平成20年5月30日に完了

しております。

（3）譲渡株式、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状

況

　　　　①譲渡前の所有株式数　　98株（所有割合49.0％、議決権

数　98個）

②譲渡株式数　　　　　　98株（譲渡価額441,000千円、

議決権数　98個）

③譲渡後の所有株式数 　　0株（所有割合0.0％、議

決権数　0個）

（4）株式譲渡益

①株式売却益　　　　　　　418,203千円

②合弁解消に関連した費用   25,000千円(見積)

（5）株式の譲渡先

　　　　①商　　号　Immucor,Inc.

②住　　所　3130 Gateway Drive Norcross，

GA 30091-562

③代 表 者　Gioacchino　DeChirico

④資 本 金　6,909千米ドル

⑤事業内容　輸血検査用試薬の製造販売及び輸出

（6）株式譲渡後の関係

　　　　イムコア・カイノス社と平成17年6月20日に契約を締

結した販売支援サービス及び配送サービスは、平

成20年5月31日に契約終了したため、新たに平成20

年5月23日に販売支援サービス、配送サービス及び

製造受託サービスに関する契約を締結し、協力関

係を継続しております。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価

証券

その他

有価証券

株式会社みずほフィナンシャルグループ   

（転換型優先株式） 100 100,000

（普通株式） 10 3,934

日本化薬株式会社 49,000 29,645

鷹之台ゴルフ株式会社 9 19,000

株式会社りそなホールディングス　　 40 6,723

オリエンタル酵母工業株式会社 11,025 5,821

東北化学薬品株式会社 5,000 2,450

旭化成株式会社　 3,000 1,560

株式会社ほくやく・竹山ホールディングス 3,000 1,509

計 71,184 170,642

【債券】

銘柄
券面総額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

投資有価

証券

その他

有価証券
財団法人健和会協力債券 500 500

計 500 500

【その他】

銘柄
投資口数等
（口）

貸借対照表計上額
（千円）

投資有価

証券

その他

有価証券
グローバル債券ファンド 9,254.975 9,037

計 9,254.975 9,037
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高
（千円）

有形固定資産        

建物 1,866,016 － － 1,866,016 941,182 66,186 924,833

構築物 95,983 － － 95,983 65,144 2,279 30,838

機械装置 138,077 4,880 － 142,957 120,390 7,269 22,567

工具器具備品 439,786 13,744 4,431 449,098 380,928 30,347 68,170

土地 1,851,453 － － 1,851,453 － － 1,851,453

有形固定資産計 4,391,316 18,624 4,431 4,405,509 1,507,645 106,084 2,897,863

無形固定資産        

ソフトウェア 187,778 69,862 － 257,641 122,366 20,325 135,274

電話加入権 4,613 － － 4,613 － － 4,613

無形固定資産計 192,392 69,862 － 262,254 122,366 20,325 139,888

 長期前払費用 454,406 300 － 454,706 452,203 5,269 2,502

　（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります

　　　　　　機械装置　　　　　－　純水製造装置　　　　　　　　          　　4,880千円

工具器具備品　　　－　輸血検査用分析装置　　　　　　          　4,200千円

　　　　　　　　　－　全自動ＥＩＡ測定装置　　　　           　 3,817千円

ソフトウェア　　　－　生産管理・原価計算システム　　　　　　　 68,000千円

【社債明細表】

銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

　 平成年月日 　 　 　 　 平成年月日

第３回無担保社債（適格機関

投資家限定）
14.4.25

30,000

(30,000)

－

　 0.48　
なし 19.4.25

第４回無担保社債 14.8.26
200,000

 (200,000)
－ 　 　　 0.83 なし 19.8.24

合計 －
230,000 

(230,000)
－　 － － －

　（注）（　）内書きは、１年以内の償還予定額であります。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 466,000 710,000 1.37 －

１年以内返済予定長期借入金 519,210 499,025 1.65 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 933,035 859,870 1.65
平成21年４月～

平成24年７月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － － － －

預り保証金 12,886 11,893 0.35 －

合計 1,931,131 2,080,788 － －

　（注）１．平均利率は、期中借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。

　
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 436,760 277,450 115,630 30,030

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 2,900 2,900 －　 2,900 2,900

賞与引当金 26,900 15,280 26,900 －　 15,280

　（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗い替えによる取崩し額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 740

預金の種類  

当座預金 59,466

定期預金 280,000

通知預金 200,000

外貨建預金 31,322

小計 570,789

合計 571,530

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

旭化成株式会社 10,639

正晃株式会社 8,844

株式会社スズケン 6,453

北林商事株式会社 4,413

宝来化学薬品株式会社 4,330

その他 35,157

合計 69,838

期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成２０年４月 427

          ５月 21,704

６月 34,545

７月 13,160

合計 69,838

ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社エスアールエル 162,818

東邦薬品株式会社 143,556

アルフレッサ株式会社 120,622

イムコア・カイノス株式会社 57,101

株式会社メディセオホールディング 30,567

その他 248,581

合計 763,248

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
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前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

807,220 4,020,252 4,064,224 763,248 84.2 71.5

ニ．商品

品名 金額（千円）

生化学的検査用試薬 573

免疫血清学的検査用試薬 124,241

その他 4,483

合計 129,298

ホ．製品

品名 金額（千円）

生化学的検査用試薬 96,107

免疫血清学的検査用試薬 23,745

その他 30,265

合計 150,118

ヘ．原材料

品名 金額（千円）

酵素及び抗血清原料 51,273

一般原料（注）１ 43,031

材料（注）２ 25,680

小口材料（注）３ 7,175

合計 127,159

　（注）１．化学品原料

２．箱、容器等

３．ラベル、添付文書等

ト．仕掛品

品名 金額（千円）

生化学的検査用試薬 15,645

免疫血清学的検査用試薬 19,428

合計 35,073

チ．貯蔵品

品名 金額（千円）

パンフレット類 8,374

事務用品・消耗備品類 18,377

合計 26,752

②　流動負債

イ．支払手形

相手先別内訳
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相手先 金額（千円）

正栄樹脂工業有限会社 4,181

三信電気株式会社 3,570

有光株式会社 3,219

イクソブ株式会社 1,376

新村印刷株式会社 1,024

その他 2,738

合計 16,110

期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成２０年４月 5,413

５月 5,174

６月 5,522

合計 16,110

ロ．買掛金

相手先 金額（千円）

日立化成工業株式会社 272,351

日本化薬株式会社 190,364

Immucor,Inc. 27,331

株式会社キッコーマン 24,768

旭化成ファーマ株式会社 22,581

その他 79,962

合計 617,360

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類 1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）平成20年６月19日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりました。

　　　当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることが出来な　　　

　　　いときは、日本経済新聞に掲載する。当社の公告掲載URLはつぎのとおり。http://www.kainos.co.jp
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

１　有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第32期）（自　平成18年4月１日　至　平成19年3月31日）平成19年6月22日関東財務局長に提出。

２　有価証券報告書の訂正報告書

　平成19年10月29日関東財務局長に提出。

　事業年度（第32期）（自　平成18年4月１日　至　平成19年3月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり　　　

ます。

　平成20年6月12日関東財務局長に提出。

　事業年度（第32期）（自　平成18年4月１日　至　平成19年3月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり　　　

　　　

ます。

３　半期報告書

　（第33期中）（自　平成19年4月１日　至　平成19年9月30日）平成19年12月21日関東財務局長に提出。

　　４　半期報告書の訂正報告書

　平成20年6月12日関東財務局長に提出。

　第33期中（自　平成19年4月１日　至　平成19年9月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。

EDINET提出書類

株式会社カイノス(E00977)

有価証券報告書

58/61



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成19年６月21日

株  式  会  社　カ　イ　ノ　ス

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　伊　藤　大　義

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　新　田　　　誠

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社カイノ

スの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社カイノス

の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月19日

株式会社カイノス  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　哲夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 新田　　誠　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社カイノスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第33期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社カイ

ノスの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は関係会社株式を譲渡した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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